
財務諸表に対する注記

１　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法について

 満期保有目的の債券・・・・取得価額としている。（公益法人会計基準注解（注２））

（２）固定資産の減価償却について

固定資産の減価償却は、定額法によっている。

（３）ファイナンス・リース取引の会計処理

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（４）消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっている。

（５）法人税等の会計処理について

当期利益にかかる法人税等については未払計上とする。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　基本引当定期預金 52,668,000 0 0 52,668,000

小　　　計 52,668,000 0 0 52,668,000

特定資産

　修繕引当金銭信託 492,334,828 50,042,150 0 542,376,978

小　　　計 492,334,828 50,042,150 0 542,376,978

合　　　計 545,002,828 50,042,150 0 595,044,978

３　土地及び建物について

土地及び建物は、信託土地・信託建物である。

４　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

建　　物 2,536,041,876 1,372,765,585 1,163,276,291

附属設備 190,026,871 64,070,688 125,956,183

什器備品 36,020,305 23,586,288 12,434,017

リース資産 300,000 145,000 155,000

合 計 2,762,389,052 1,460,567,561 1,301,821,491
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